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研究要旨 

 「授乳・離乳の支援ガイド」における離乳食の進め方等について、昨年度の研究

で得られた系統的レビューの結果を再検討した。さらに、新たな「授乳・離乳の支

援ガイド」作成に向けて、現行の「授乳・離乳の支援ガイド」を見直し、加筆・修

正が必要な部分について考察した。 

 その結果、新たな「授乳・離乳の支援ガイド」には、以下の事項について記述す

ることが適切であると考える。 

・子どもがアレルギーを発症するまでは、母親に抗原の回避を指導する必要はな

い。 

・離乳開始時期は現行の５、６か月頃で差し支えない。 

・離乳食には、乳児の成長に伴い、乳汁だけでは不足してくるエネルギーや栄養

素を補完する必要性もあることを明記し、離乳が適切な時期に開始できるよう

に支援する。 

・食物アレルギー発症予防には、離乳開始や特定の食物を与える時期を遅らせな

いことが重要である。 

・鉄欠乏に配慮すると、遅くとも６か月までに離乳食を開始する。特に母乳栄養

児の栄養指導は丁寧に行うことが求められる。 

 なお、CODEX 規格基準の変更等、世界の動向を踏まえ、調製粉乳の分類、名称に

ついて、再考の必要があると考える。 

Ａ．研究目的 

現在、乳幼児期の授乳・離乳の支援に

ついては、「授乳・離乳の支援ガイド」

（平成 19年、厚生労働省）に基づき実

施されている。しかし、公表から約 10

年が経過したことから新たなガイドラ

インの作成が望まれている。 

そこで、昨年度は、①妊娠・授乳中の

食事制限はアレルギーを予防するか、

②離乳食の開始時期を早める／遅らせ

ることでアレルギー疾患を予防できる

か、③食物アレルギーは児の発育・発達

に影響するか、④食物アレルギーとス

キンケア（保湿）の関係、⑤プロバイオ

ティクスが湿疹の発症リスクを下げる

かについて、システマティックレビュ

ーを中心に論文を検索し、エビデンス

のある情報について検討を行い、新た
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な授乳・離乳を支援するガイドに記載

が望まれる内容について検討し、提言

を行った。 

今年度は、昨年度の検討結果と提言

内容を見直すとともに、現行の「授乳・

離乳支援ガイド」を見直し、加筆・修正

が必要な部分について考察した。 

 

Ｂ．研究方法 

昨年度の文献検索（システマティッ

クレビュー、ならびにシステマティッ

クレビュー以外のコホート研究、ラン

ダム化比較試験などの文献検索：2017

年１月３日～２月 17 日時点）結果につ

いて内容の再検討を行った。 

さらに、現行の「授乳・離乳の支援ガ

イド」の加筆・修正すべきと思われる課

題について、関連する論文や、専門家と

して最新の知識を根拠に検討した。 

倫理面の配慮については、本研究は

文献検索であり、個人情報は扱ってい

ない。 

 

  Ｃ．研究結果 

昨年度の文献検索結果の再検討、お

よび新たに追加して検討した内容につ

いて以下に列挙する。 

 

１．昨年度の文献検索結果の再検討 

①妊娠・授乳中の食事制限はアレルギ

ーを予防するか 

   再検討した結果、妊婦や授乳婦が高

リスク、あるいは通常のリスク児のア

レルギー予防のために食事を変更した

り、サプリメントを摂取しなければな

らないとする証拠はない１）２）、につい

ては昨年度と同様の内容で特に修正の

必要はないと思われる。 

しかし、昨年引用した Kramer MS.ら

の文献３）にある Chandra RK.らの論文
４）５）は取り下げられていたことから、

「なお、ハイリスク児の乳児期早期の

アレルギー疾患発症予防には、授乳中

の母親の食物制限のある程度の予防効

果は認められている」については削除

し、「ハイリスク児の乳児期早期のアレ

ルギー疾患発症予防に関しては、授乳

中の母親の食物制限による予防効果は

確認されていない」に修正を行った。 

 根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

  

②離乳食の開始時期を早める／遅らせ

ることでアレルギー疾患を予防できる

か 

 以下に示す昨年度の内容について再

検討した結果、科学的根拠に基づくも

のであり、特に修正の必要はないこと

が確認された。 

乳児食の中に早期に卵やピーナッツ

を与えることは、卵、ピーナッツアレル

ギーリスクを低下させることに関係し

ている６）。豆乳を摂取したり、４か月を

超えて離乳食導入を遅らせたりするこ

とはハイリスク児・普通の児において

アレルギー防止の効果はみられない１）。

生後 4〜6 ヵ月後に離乳食を摂取した

授乳児は、食物アレルギー、湿疹、食物

タンパク質誘発性腸炎症候群反応のリ

スクは減少しなかった７）。４か月以前

の離乳食開始により、湿疹のリスクが
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上がる可能性がある。しかし、その他の

アレルギー疾患発症リスクをあげるエ

ビデンスはない８）という結果が得られ

ている。 

根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

 

③食物アレルギーは児の発育・発達に

影響するか 

 以下に示す昨年度の内容について再

検討した結果、科学的根拠に基づくも

のであり、特に修正の必要はないこと

が確認された。 

 複数の食物にアレルギーのある子ど

もは、食物アレルギーのない子どもに

比べて発育不全・栄養失調のリスクが

高い可能性があると報告されている９）。

複数の食物アレルギーを有する子供が、

1 つの食物アレルギーを有する子供よ

りも背が低いことが分かった。また、複

数の食物アレルギーを有する小児の栄

養摂取量を評価したが、各試験での包

含基準と比較基準は相違しており、矛

盾していた。 その他、栄養相談を受け

ていない食物アレルギーの子供は、カ

ルシウムとビタミン D の摂取が不十分

である可能性が高いことが報告された。 

 これらの科学的根拠を踏まえて、「食

物アレルギーの除去食は、治療の一つ

であり、アレルギー専門医の診断のも

とに行うものである。個人の判断で実

施するのは児にとって有害となる可能

性がある」と記載することが望ましい

と思われる。 

 根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

 

④食物アレルギーとスキンケア（保湿）

の関係 

 以下に示す昨年度の内容について再

検討した結果、科学的根拠に基づくも

のであり、特に修正の必要はないこと

が確認された。 

 コホート研究では、経皮的な水分蒸

散量の上昇を生後２日に観察すると、

それが１歳の時点でのアトピー性皮膚

炎のリスクになること、特に生後２か

月までの保湿が重要であると報告され

ている 10）。 

ランダム化比較試験では、生後早期

から保湿剤によるスキンケアをアトピ

ー性発症リスクの高い児に行うと、ア

トピー性皮膚炎発症リスクを 30～50％

予防できる可能性がある。 湿疹のある

乳児は 32週で鶏卵への感作が、湿疹の

ない児の約 2.86 倍高かったと報告さ

れている 11）。また、生後早期から保湿

剤によるスキンケアをアトピー性発症

リスクの高い児に行うと、アトピー性

皮膚炎発症リスクを 30～50％予防でき

る可能性がある。 湿疹のある乳児は 32

週で鶏卵への感作が、湿疹のない児の

約 2.86 倍高かったとの結果も得られ

ている 12）。 

しかしながら、新たに作成する「授

乳・離乳の支援ガイド」は、栄養を中心

とするものであることから、これらの

内容は新しいガイドラインには記載せ

ずに、「保育所におけるアレルギー対応

ガイドライン」13）等の参照を促すこと
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が適切であると思われる。 

根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

 

⑤プロバイオティクスが湿疹の発症リ

スクを下げるか 

 再検討した結果、昨年度の以下に示

す内容から新たな論文も公表されてお

らず、十分なエビデンスに乏しいこと

から、新しい「授乳・離乳の支援ガイド」

への掲載は見送ることが望ましいと思

われる。 

 システマティックレビューでは、湿

疹には、複数のプロバイオティクス（ラ

クトバチラス、ビフィドバクテリア併

用）で予防効果があった（欧州アレルギ

ー学会）。しかし、気管支炎、食物アレ

ルギー、鼻炎の予防については証明さ

れていないと報告されている 14）。また、

プロバイオティクスのサプリメントが

子どものアレルギーを防止することは

ないが、喘息には効果があるかもしれ

ないと報告されている 15）。人工乳栄養

児のアレルギー予防にプレバイオティ

クスを日常的に使用することについて

は、明確なエビデンスはなく、さらなる

研究が必要である。乳児の食事にプレ

バイオティックサプリメントを添加す

ると、湿疹を予防する可能性があると

いう証拠がいくつかある。しかし、プレ

バイオティックの使用がアレルギーの

リスクが高い幼児に限定されるべきか、

または低リスクの集団に影響を与える

かどうかは不明である。また、それが喘

息を含む他のアレルギー性疾患に影響

を及ぼすかどうかも不明であると報告

されている 16）。 

World Allergy Organization（WAO）

ガイドラインでは、プロバイオティク

スは、乳児期の湿疹に対して、少しリス

クが減少する。しかし、他のアレルギー

疾患には、予防効果を示すのに十分な

エビデンスはないと報告されている 17）。 

根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

 

２．現行の「授乳・離乳の支援ガイド」

に加筆・修正すべき点 

今年度、新たに追加して検討した内

容について、以下に列挙する。 

 

１）「育児用ミルク」という言葉につい

て 

 現行の「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、人工栄養児の飲用する乳汁につい

て「育児用ミルク」という言葉が用いら

れている。ところが「育児用ミルク」は

法規上（乳等省令、健康増進法）では使

われていない用語であり、「育児用」 は

１～３歳にも当てはまるため、混乱し

やすい。 

そこで、「育児用ミルク」と表記され

ていたものを、文脈に応じて、母乳代替

品は「乳児用調製粉乳」、母乳代替品以

外の調製粉乳の呼称は一つの案として

「幼児向け調製粉乳」と表記すること

が望ましいと思われる。 

根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 
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２）離乳の説明について 

 現行の「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、「離乳とは、母乳または育児用ミル

ク等の乳汁栄養から幼児食に移行する

過程をいう。」と説明されている。離乳

には、乳汁だけでは不足してくるエネ

ルギーや栄養素を補完する必要性の明

記が重要であると考える。特に母乳栄

養の場合には、離乳開始が遅くならな

いように、適切な時期に離乳を開始す

ることの徹底が望まれる。 

そこで、「離乳とは、成長に伴い、母

乳または乳児用調製粉乳などの乳汁だ

けでは不足してくるエネルギーや栄養

素を補完するために、乳汁から幼児食

に移行する過程をいい、その時に与え

られる食事を離乳食という。」と表記す

ることが望ましいと思われる。 

根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 

 

  ３）乳汁の与え方について 

   現行の「授乳・離乳の支援ガイド」の

離乳の進行の箇所には、「離乳を開始し

て１か月を過ぎた頃から、離乳食は１

日 2 回にしていく。母乳または育児用

ミルクは離乳食の後にそれぞれ与え、

離乳食とは別に母乳は子どもの欲する

ままに、育児用ミルクは 1 日 3 回程度

与える。（後略）。」、「生後９か月頃から、

離乳食は 1 日 3 回にし、歯ぐきでつぶ

せる固さのものを与える。（中略）。離乳

食とは別に母乳は子どもの欲するまま

に、育児用ミルクは 1 日 2 回程度与え

る。鉄の不足には十分注意する。」とあ

る。これらの文章からは、母乳は、子ど

もの欲するままに、「いつでも」飲ませ

てよいと解釈されることがあり、授乳

のリズムが確立しないので、空腹感が

起こらず、離乳食が順調に進みにくい

という弊害がある。 

   そこで、「授乳のリズムに合わせて」

を挿入し、「離乳食とは別に母乳は授乳

のリズムに合わせて、子どもの欲する

ままに」とし、母乳の量は欲するままに、

しかし、与える時刻は規則的に、という

ことが明確に伝わる表現にすることが

望ましいと思われる。 

根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 

 

  ４）鉄の摂取について 

現行の「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、「生後９か月頃から、離乳食は 1日

3回にし、（中略）。離乳食とは別に母乳

は子どもの欲するままに、育児用ミル

クは 1 日 2 回程度与える。鉄の不足に

は十分注意する」と、9か月頃からの鉄

の不足への注意喚起が記載されている。 

しかしながら、母乳栄養児（乳汁全体

の 5％未満の人工乳を与えられている

児も含む）は生後６か月の時点で、ヘモ

グロビン濃度が低く、貧血を生じやす

いとの報告がある 18）。また、完全母乳

栄養を 6 か月以上続けると、鉄欠乏性

貧血のリスクが増加するとの報告もあ

る 19）。 

そのため、一部の母乳栄養児では、母

乳だけでは６か月の時点において、既

に鉄の必要量を満たせていない場合が

あるので、鉄欠乏性貧血の有無と程度

を観察し、必要に応じて乳児用調製粉
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乳などを用いて鉄の補給を考慮すべき

であるという文章の加筆が必要である

と思われる。 

そこで、離乳の進行の箇所に「離乳を

開始して１か月を過ぎた頃から、離乳

食は 1 日 2 回にしていく。（中略）。母

乳栄養児については、鉄欠乏性貧血を

予防するために、適切な時期に離乳食

を開始する。」と表記することが望まし

いと思われる。 

  根拠のレベル：②課題に関連する少

数の論文を根拠に作成 

 

  ５）「フォローアップミルク」について 

   「授乳・離乳の支援ガイド」では、フ

ォローアップミルクについて、「母乳ま

たは育児用ミルクの代替品ではない。

必要に応じて（離乳食が順調に進まず、

鉄の不足のリスクが高い場合など）使

用するのであれば、９か月以降とする。」

と説明されている。即ち、フォローアッ

プミルクは９か月から３歳頃まで利用

される、いわゆる「離乳期から幼児期用」

の調製粉乳としての位置付けである。 

世界に目を向けると、現行の CODEX

（食品の国際規格）規格名称におい

て、Follow-up Formula は、6～36 か

月を対象とした規格となっている。し

かしながら、2014 年第 36 回 CODEX 会

議において、「12 か月齢で栄養要求お

よび栄養補助の位置づけが大きく変わ

る」ことの合意がなされた 20）。ま

た、2017 年第 39 回 CODEX 会議におい

て、12 か月齢を区切った前後（セク

ション A：年長乳児、セクション B：

年少幼児）で大きく異なる規格内容が

議論された 21）。その会議では、6～12

か月を対象とした規格を Follow-Up 

Formula for Older Infants 規格、ま

た 1歳～３歳を対象とした規格を

Formulated drink for young 

children 規格、 もしくは、Young 

child formulated drink 規格とする

案が出された。 

 不足しがちな鉄の 1～２歳児の推奨

量は 4.5mg/日 22)であるが、これを通常

の食品で摂取するとすれば、例えば「ゆ

でほうれん草」500g（約 3束）、「干し

ひじき ステンレス釜 ゆで」1,500g

（小鉢約75杯、１杯20gとして計算）、

「干しひじき 鉄釜 ゆで」167g（小鉢

約８杯）23)となり、必要十分量の摂取量

は多く、現実的ではない。一方、調製粉

乳には鉄が含まれており、容易に摂取

できることから、調理素材として調製

粉乳を使用する等の工夫が推奨される。

調理素材としての利用であれば、母乳

育児をしている方であっても、調製粉

乳の利用への抵抗が少ないと思われる。    

   根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 

 

３．現行の「授乳・離乳の支援ガイド」

の参考と資料部分等の書き換え 

「授乳・離乳の支援ガイド」の＜参考

５＞ベビーフードの利用について、は

引用されているデータが古いので、新

しいデータと差し替えた。 

また、「ベビーフードを利用する時の

留意点」についても、「平成 27 年度乳

幼児栄養調査結果」24）によると、離乳

食を「作るのが負担、大変」の回答が
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33.5％と多いことから、べビーフード

は離乳食を手作りする際の参考になる

という記述を追加した。 

＜参考７＞発達段階に応じた子ども

の食事への配慮について、も引用され

ているデータを「平成 27年度乳幼児栄

養調査結果」24）に掲載されている新し

いものに全面的に差し替えた。 

資料４ 食事摂取基準(概要)につい

て、は引用されているデータを「日本人

の食事摂取基準(2015 年版)」22)に掲載

されている新しいものに全面的に差し

替えた。 

新たに作成した上記の原稿について

は、著者らの報告書の末尾に記載した

ので参照願いたい。 

根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 

 

Ｄ．考察 

１．昨年度の文献検索結果の再検討 

①妊娠・授乳中の食事制限はアレルギ

ーを予防するか昨年度の文献検索結果

を検討したが、変更はなかった。そこで、

現行の「授乳・離乳の支援ガイド」には

記載されていない、過剰な除去食によ

る健康障害のリスクについて、「妊娠・

授乳期に、母親が食物除去を行っても

食物アレルギー発症予防効果はない。

そればかりか、過剰な食物除去を行う

と、母児共に健康障害を引き起こす可

能性がある。」旨の記載が適切であると

考える。 

 

②離乳食の開始時期を早める／遅らせ

ることでアレルギー疾患を予防できる

か 

昨年度の文献検索結果を検討したが、

変更はなかった。そこで、離乳開始時期

は現行どおりの生後５，６か月頃で差

し支えないと考える。 

新たな「授乳・離乳の支援ガイド」へ

の記述としては、「生後４か月より前に

離乳を開始することは、食物アレルギ

ー発症リスクや肥満のリスクを上げる

ために推奨されない。離乳の開始時期

は、現在推奨されている生後５、６か月

頃とし、鶏卵など特定の食材を与える

時期は遅らせない。アレルギーが心配

な食材はごく少量（耳かき 1 杯程度）

を与えて様子を観て、翌日少し増量し

て与えるなど、慎重に量を増やしてい

く。ただし、アトピー性皮膚炎、湿疹の

ある児は、アレルギー発症のリスクが

高いので、医師の診断のもとに離乳を

進めていく」旨の記載が適切であると

考える。 

 

③食物アレルギーは児の発育・発達に

影響するか 

昨年度の文献検索結果を再検討した

が、変更はなかった。なお、新しい「授

乳・離乳の支援ガイド」が栄養を中心と

した内容であることを踏まえ、詳しい

説明は「保育所におけるアレルギー対

応ガイドライン」13）等の参照を促すこ

とが適切であると考える。 

新しい「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、「食物アレルギーの除去食は、治療

の一つであり、アレルギー専門医の診

断のもとに行うものである。保護者や

育児担当者が、“心配だから”、“念のた
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めに”と特定の食物を除去することは

勧められない。」程度の簡潔な記載が適

切であると考える。 

 

④食物アレルギーとスキンケア（保湿）

の関係 

昨年度の文献検索結果を検討したが、

変更はなかった。なお、新しい「授乳・

離乳の支援ガイド」が栄養を中心とし

た内容であることを踏まえ、本内容に

ついては新しい「授乳・離乳の支援ガイ

ド」には記載せずに。詳しい説明は「保

育所におけるアレルギー対応ガイドラ

イン」13）等の参照を促すことが適切で

あると考える。 

 

⑤プロバイオティクスが湿疹の発症リ

スクを下げるか 

 昨年度の文献検索結果を再検討した

が、現時点では十分な科学的根拠が存

在しないので、新しい「授乳・離乳の

支援ガイド」には記載しないことが適

切であると考える。 

 

２．現行の「授乳・離乳の支援ガイド」

の加筆・修正が必要と思われる課題に

ついて 

１）鉄の摂取について 

現行の「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、「生後９か月以降は、鉄が不足しや

すいので、赤身の魚や肉、レバーを取り

入れ、調理用に使用する牛乳・乳製品の

かわりに育児用ミルクを使用する等工

夫する。フォローアップミルクは、母乳

または育児用ミルクの代替品ではない。

必要に応じて（離乳食が順調に進まず、

鉄の不足のリスクが高い場合など）使

用するのであれば、９か月以降とする」

と９か月以降、鉄の不足への注意喚起

がなされている。しかしながら、母乳栄

養児においては、生後６か月の時点で

鉄欠乏性貧血のリスクが高いとの報告
18）19）もあることから、母乳栄養児は離

乳を適切な時期に開始することによる

鉄不足予防への配慮が必要である。 

そこで、生後６か月から鉄の不足へ

の注意喚起を行い、乳児用調製粉乳等

の料理素材としての利用を推奨する以

下のような記述が適切であると考える。 

「生後６か月以降、特に母乳栄養の

場合は、鉄が不足しやすいので、月齢に  

応じて赤身の魚や肉、レバー、卵、大豆、

貝類等を取り入れる。また、調理素材と

して月齢に応じて、乳児用調製粉乳や

幼児向け調製粉乳を使用する等工夫す

る。このとき母乳を減らしたり、やめた

りする必要はない。」これは現行よりも、

より明確な表現を用いて、乳児用調製

粉乳等の料理素材としての利用を推奨

する文章となっている。 

 

  Ｅ．結論 

新たな「授乳・離乳の支援ガイド」に

は、以下の事項について記述すること

が適切であると考える。 

・子どもがアレルギーを発症するまで

は、母親に抗原の回避を指導する必

要はない。 

・離乳開始時期は現行の５、６か月頃

で差し支えない。 

・離乳食には、乳児の成長に伴い、乳汁

だけでは不足してくるエネルギーや
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栄養素を補完する必要性もあること

を明記し、離乳が適切な時期に開始

できるように支援する。 

・食物アレルギー発症予防には、離乳

開始や特定の食物を与える時期を遅

らせないことが重要である。 

・鉄欠乏に配慮すると、遅くとも６か

月までに離乳食を開始する。特に母

乳栄養児の栄養指導は丁寧に行うこ

とが求められる。 
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